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研究要旨  愛知県をモデルに小児がん患児の復学支援体制のあり方を検討し、円滑

な支援方法の確立の普及を目指すこととした。まずは、復学支援の実態を把握するた

めに愛知県の 19 の小児がん診療施設に対してアンケート調査を行った。回答率は

94.7％であった。愛知県全体で年間 200 人の復学支援対象者がいると考えられた。ほ

ぼすべての施設で義務教育課程の院内教育支援が行われていた。回答者（主に医師）

は復学時の連携は概ね円滑に行われているものと理解しているものの、入院中の原籍

校との連携や関係者の話し合いは必ずしも持たれておらず、施設によって医療者側に

意識の較差が見られた。また、原籍校の教諭間にも意識の差異が見られた。この調査

結果から、医療者側の対応について実務者交流会などを企画して標準化を図る必要性

が示唆された。また、教育関係者や行政側の理解を高める必要があることも認識され、

今後は、両者を対象とした研修会を開催して教育啓蒙活動を行って教育関係者と医療

者の連携のあり方を検討する予定である。 
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Ａ．研究目的 

小児がん治療の進歩により高い長期生存率

が期待できるようになり、小児がんを克服し

復学する子どもたちが増加している。しかし、

子どもたちは、治療のために長期間の入院や

学習に支障を来たしうる治療を余儀なくされ

る場合が多く、学習の遅れ、学校の学級担任

や友達との疎遠、外見の変化、復学のタイミ

ングなどのさまざまな問題を抱えることにな

る。本研究では、小児がんを経験した子ども

たちへのスムーズな復学のための支援の実態

とそのあり方について検討し、復学支援に対

する地域支援体制の確立を目指す。 

愛知県では、がん対策推進計画として小児

がん患児とその家族への支援体制の整備の推

進を掲げており、医療現場が支えられない部

分を行政が支援し、患児およびその家族の

QOL の向上を図ることを目標としている。そ

の一環として、小児がん患児が学校生活を普

通に送るための支援体制として県内どこに住

んでいても復学支援が受けられる体制の整備

を目指すことになった。そこで、愛知県をモ

デルに連携体制のあり方の検討し、その構築

を図ることにした。 

 

Ｂ．研究方法 

研究計画としては、初年度である本年に愛

知県の小児がん診療施設を対象とした実態調

査を行い、現状把握をした上で対応策を策定



する。2 年目から具体的な施策を講じた結果

を 3 年目に評価する。施策の案としては、医

療関係者、教育関係者、行政関係者への啓蒙

と教育を目的とした研修会の開催、復学支援

コーディネーターの育成、小児がん診療施設

での入院時および退院時の連携懇談会の普及

を計画している。 
本年は、愛知県内の日本小児白血病リンパ

腫研究グループ (JPLSG)参加施設、および、

がん診療拠点病院の 19 施設に対して愛知県

健康福祉部と連携してアンケート調査を平成

20 年 7 月 18 日から 8 月 18 日の期間に実施

した。調査内容は、2007 年 4 月 1 日～2008
年 3 月 31 日までの 1 年間の退院人数を退院

時の年齢により、就学前、小学生、中学生お

よび高校生の 4 区分に分けて調査した。対象

は、入院期間が 1 か月以上に渡った長期入院

者とした。同一人が入退院を繰り返している

場合は、1 人として計算した。また、退院人

数と合わせて、治療を担当した主な診療科を

調査した。以上を各施設の医事担当者に調査

し、さらに、教育支援および原籍校との連携

の実態に関して実務担当者にアンケート調査

を行った。なお、本調査は、患者に関する情

報の収集を含まず、愛知県健康福祉部と連携

して行った。 
 

Ｃ．研究結果 

アンケートを送付した 19 施設のうち 18施

設（94.7％）から回答があった。うち 2施設

は、該当患者がなかった。回答のなかった 1

施設は小児科がなく、小児がん患児を診療し

ている可能性は低いと思われた。以下、回答

が得られた 16 医療機関について結果を示す。 

16 医療機関の 2007 年度の小児がん患児の

退院人数は、199 人であった。性別では、男 119

人、女 80 人で、年齢別では、就学前（5 歳以下）

が 57 人（28.6％）、小学生が 81 人（40.7％）、中

学生が 53 人（26.6％）、高校生が 8 人（4.0％） 

であった。施設別では、30 人以上の施設が 3 施

設、10 例以上 30 例未満が 2 施設で、5 例以上

10 例未満が 3 施設、5 例未満が 8 施設であった。

治療を担当した主な診療科の内訳を表 1 に示す。

就学前と小学生は 90％以上が小児科であった

が、中学生は 81％、高校生は 50％に留まってい

た。 

教育支援体制の実態は、小学校については、

特別支援学校（養護学校）の分校の院内学級が 

2 施設 （11.8％）、近隣の小学校の院内学級 11 

施設（64.7％）、訪問教育が 3 施設 （17.6％）で、

「なし」が 1 施設（ 5.9％）であった。中学校で

は、特別支援学校（養護学校）の分校の院内学

級が 3 施設 （17.6％）、近隣の中学校の院内学

級が 3 施設（17.6％）、訪問教育が 9 施設 

（52.9％）で、「なし」が 2 施設（11.8％）であった。

一方、高等学校の教育支援を行っている施設は

なかった。 

長期入院の就学前の子どもたちの教育・遊び

支援については、集団での組織的な支援はなく、

担当者として保育士が 8 施設 （47.1％）、チャイ

ル ド ラ イ フ ス ペ シ ャ リ ス ト (CLS) が 2 施 設 

（11.8％）、看護師が 9 施設（52.9％）、ボランティ

アが8施設（47.1％）、その他の担当者としてホス

ピタルクラウンが１施設（5.9％）、2 施設（11.8％）

で担当者「なし」であった。 

教育支援の対象の条件を設けているかどうか

については、「あり」が 7 施設（41.2％）で、「なし」

が 10 施設であった。「あり」の条件としては、１か

月以上の入院見込が多く、中学校のみで条件を

設けて小学校には条件を設けない施設もあった。

また、転校が原則となる施設もあれば、小学生は

体験という形式（転校手続きなし）で院内学級の

通学を認めている施設もあった。 

原籍校に復学する際の地元校との連携につ

いては、「スムーズで問題ない」が 11 施設

（64.7％）、「比較的スムーズだが問題もある」が 3

施設（17.6％） で、「 わからない」が 3 施設

（17.6％）あるものの、「スムーズに行われていな



い」とする施設はなかった。問題点として、学校

の先生と医師等スタッフとの意識のズレ、原籍校

からの反応が乏しい、原籍校から病院へフィード

バック不足、原籍校担任の病気に対する理解不

足などが指摘された。 

具体的な復学支援の内容は、表 2 に示すよう

に、入院中に原籍校と積極的に繋がりを持つ施

設は必ずしも多くなく、半数の施設で院内学級

教諭が連絡を取っているものの、医療スタッフが

関わっている施設は 3 分の１であった。 

復学に関する相談対応者は、主に、主治医、

看護師、院内学級の教諭が担当しており、一部

の施設では、ケースワーカー、原籍校の教諭、

臨床心理士、CLS が担当していた。 

教育支援や復学支援に関する医療者用マニ

ュアルを作成している施設は 1 施設のみであっ

た。 

自由記載において、教育関係者や行政の理

解と援助の必要性が指摘された。また、市教育

委員会と連携して小・中学校教員を対象に、年１

回小児がんに関する研修会を開催している施設

があった。 

 

Ｄ．考察 

愛知県をモデルに小児がん患児の復学支援

体制のあり方を検討し、円滑な支援方法の確

立の普及を目指すこととした。まずは、復学

支援の実態を把握するために愛知県の JPLSG

参加施設とがん診療拠点病院 19 施設に対し

てアンケート調査を行った。回答率は 94.7％
であった。愛知県全体で年間 200 人の復学支

援対象者がいると考えられた。ほぼすべての

施設で義務教育課程の院内教育支援が行われ

ていた。回答者（主に医師）は復学時の連携

は概ね円滑に行われているものと理解してい

るものの、入院中の原籍校との連携や関係者

の話し合いは必ずしも持たれておらず、施設

によって医療者側に意識の較差が見られた。

また、原籍校の教諭間にも意識の差異が見ら

れた。 
この調査結果から、医療者側の対応につい

て実務者交流会などを企画して標準化を図る

必要性が示唆された。また、教育関係者や行

政側の理解を高める必要があることも認識さ

れ、今後は、両者を対象とした研修会を開催

して教育啓蒙活動を行う予定である。また、

あまねく小児がん患者の復学に関する連携の

円滑化を図るため、原籍校と本人･家族と医療

機関との間のコーディネーターの育成が重要

と考えられる。当初は、保健所保健師に協力

を要請する計画であったが、相談窓口になる

ことは可能であっても、病院、患者宅や学校

に出向いて調整することが実務上困難である

ことが判明したため、新たにコーディネータ

ーの担い手を検討する必要がある。 
 

Ｅ．結論 

小児がん診療施設にアンケート調査を行い、

愛知県の復学支援の実態を把握した。ほぼす

べての施設で義務教育課程の院内教育支援が

行われているものの、医療者側や原籍校の教

諭間に意識の較差が見られ、教育啓蒙活動の

必要性が示唆された。今後、それらの活動を

通じて復学支援体制を構築していく予定であ

る。 
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